
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 一部の大企業における排出基準超過やデータ改ざんなどの不適正事案の発生 

○ 環境問題の多様化、公害防止エキスパートの退職等を背景とした、事業者及び地

方自治体における公害防止管理業務の構造的変化 

［検討の背景］ 

 ［報告の概要］ 

 公害防止の取組強化に向けた基本的な考え方  
 

① 法令から運用レベルまで、様々な方策を組み合わせた総合的な対応  

② 事業者及び地方自治体における自主的な取組の促進  

③ 事業者、自治体による管理から社会的な情報共有によるオープンな管理へ  

＜事業者における取組の促進＞ 
 

 公害防止管理体制整備の促進  
公害防止法令に基づく事業者から自治体への届出

の機会に、事業者の公害防止管理体制等の情報を

提出することによる体制整備促進の検討 等 
  

 排出測定データの未記録・改ざんに対す

る罰則の創設の検討 
 
 事業者の自主的な法令違反申告や情報

開示等の取組を促進する仕組みの検討 
 

 技術的観点からの取組の促進 

 効果的な公害防止取組の促進に向けた方向と方策  

＜地方自治体における取組の促進＞ 
 

 立入検査等の効果的な実施促進  
・地方自治体における立入検査マニュアルの整備促

進、公害防止業務優良事例の共有推進 

・公害防止管理者の監督機能の活用と公害防止法令

との連携促進 等  
 

 国及び自治体間の公害防止業務に関す

る情報、ノウハウの共有促進  
・地域ブロック毎の連絡会議の開催 等 

・インターネットを活用した情報共有システムの構

築等 

「効果的な公害防止取組促進方策検討会」報告の概要 

＜横断的な方策＞ 
 

 排出基準、測定方法、運用等の明確化と浸透促進 
通知類の整理・統合、法令集の編集・改訂、解釈の統一、照会・相談窓口の設置 等  

 

 排出測定データの公表・開示等の促進 

排出測定データの報告・公表・開示の仕組みの検討、リスク・コミュニケーションの推進 等  
 

 事業者や地方自治体の公害防止担当者の教育・研修の機会拡充 
 

 継続的な公害防止管理の実態把握による制度・運用の改善 


